
１　目　的

２　予算額　 ３１億９，０４６万円

         （脱炭素関係総予算額 ６２億１，５９１万円　）

３　主な事業内容（産業労働局）

主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

(1) エネルギーを使う工夫 10億7,863万円

 ア　省エネ・電化・スマート化によるＣＯ２排出量の削減

①　中小企業カーボンニュートラル相談支援事業費
　　カーボンニュートラルや脱炭素化に係る支援をワンストップで行う窓口機能を強化し、
　環境面と経営面から最適な支援を行うとともに、まだ取り組んでいない企業に対して、
　「脱炭素経営」の重要性を普及啓発する。

717万円

②　スマートファクトリー促進事業費
　　中小製造業等における脱炭素に向けたスマートファクトリー化を促進するため、カーボ
　ンニュートラル実施計画の策定支援及びエネルギーマネジメントシステム（ＥＭＳ）の導
　入に向けた伴走支援を実施するとともに、ＥＭＳ設備に要する経費の一部を補助する。

1億4,012万円

③　ＺＥＨ導入費補助
　　住宅の省エネ化を促進するため、中小工務店が施工するネット・ゼロ・エネルギー・ハ
　ウス（ＺＥＨ）の導入に対して補助する。

5,000万円

④　既存住宅省エネ改修事業費補助
　　住宅の省エネ化を促進するため、既存住宅の省エネ改修に対する補助を拡充する。

9,000万円

⑤　ガスコージェネレーション導入費補助
　　発電の際に生じる廃熱を有効に活用することで省エネを促進するため、ガスコージェ
　ネレーションの導入に対して補助する。

1,500万円

○　その他　かながわスマートエネルギー計画事業審査委託など５事業 1億8,508万円

  イ　人流・物流のゼロカーボン化
一部

⑥　電気自動車（ＥＶ）の導入促進
　　ＣＯ２排出量が大きい事業用車両の脱炭素化を促進するため、事業用ＥＶの導入に対し
　て新たに補助する。また、ＥＶ充電環境を整備するため、急速充電設備、Ｖ２Ｈ充給電設
　備等の導入に対して補助するとともに、新たに共同住宅向けセミナーを開催する。

4億6,925万円

⑦　燃料電池自動車（ＦＣＶ）等の導入促進
　　水素エネルギーの導入を更に促進するため、ＦＣＶ等の導入や水素ステーションの整備
　に対する補助を拡充する。

1億2,200万円

(2) エネルギーを創る工夫 12億2,545万円

 ア　再エネの導入促進・利用拡大
一部

⑧　自家消費型再生可能エネルギー導入費補助
　　事業所への再生可能エネルギー・蓄電池の更なる導入拡大を図るため、自家消費型の再
　生可能エネルギー・蓄電池の導入に対する補助を拡充する。

9億  900万円

⑨　太陽光発電初期費用ゼロ促進事業費補助
　　住宅への太陽光発電・蓄電池の更なる導入拡大を図るため、初期費用ゼロで住宅に太陽
　光発電・蓄電池を導入する事業（住宅用０円ソーラー）に対する補助を拡充する。

9,200万円

一部
⑩　太陽光発電・蓄電池の共同購入事業
　　太陽光発電等の購入希望者を募り一括発注することで、市場価格より安い費用で購入で
　きる共同購入事業について、住宅用に加え、新たに事業所用も対象として実施する。

（※）　‐万円

一部
⑪　太陽光発電等普及啓発事業費
　　太陽光発電等の更なる導入拡大を図るため、新たに工業団地、大型商業施設及び住宅団
　地でニーズ調査を行い、ニーズの高い地域でアドバイザー派遣や説明会等を実施する。

4,410万円

脱炭素社会の実現に向けた取組

　　2050年脱炭素社会の実現に向けて、2030年度の温室効果ガス排出量を2013年度比で46％から50％
　削減に引き上げ、脱炭素化に向けた総合的な対策として検討した３つの大柱（エネルギーを使う工
　夫、エネルギーを創る工夫、取組を加速する工夫）に基づき、企業や家庭など様々な主体の取組を
　後押しするとともに、県有施設への再エネ導入など県庁の率先実行の取組を推進する。

区分

新

新

新

新

新

新



主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

⑫　ＶＰＰ形成促進事業費補助
　　太陽光発電や蓄電池、電気自動車などを高度なエネルギーマネジメント技術で制御し、
　あたかも一つの発電所のように機能させることで電力の需給バランスを保つ調整力として
　活用するバーチャルパワープラント（ＶＰＰ）を形成する事業に対して補助する。

2,200万円

○　その他　共同住宅用自家消費型太陽光発電等導入費補助など２事業 3,635万円

  イ　水素社会の実現に向けた取組の加速化

⑬　燃料電池自動車（ＦＣＶ）等の導入促進（再掲）
　　水素エネルギーの導入を更に促進するため、ＦＣＶ等の導入や水素ステーションの整備
　に対する補助を拡充する。

1億2,200万円

(3) 取組を加速する工夫　 11億5,157万円

 ア　グリーン・イノベーションの促進

⑭　脱炭素推進ベンチャー支援事業費
　　ベンチャー企業による脱炭素化の取組を促進するため、脱炭素の推進に資する新たなサ
　ービス等の開発・実証に対して支援を行う。

2,907万円

⑮　産業技術総合研究所交付金（脱炭素化対策事業）
  　脱炭素社会の実現に向けた新たな研究開発に取り組む（地独）神奈川県立産業技術総合
　研究所に対し、運営費を交付する。

5,600万円

⑯　カーボンニュートラル研究開発プロジェクト推進事業費
　　本県が有する「神奈川Ｒ＆Ｄネットワーク」を活用し、大企業と中小企業等の連携によ
　るカーボンニュートラルに資する研究開発プロジェクトを支援する。

6,012万円

⑰　自動車関連企業成長促進事業費
　　自動車関連製品等を製造する中小企業に対し、カーボンニュートラルに資する新規用途
　や販路の開拓を支援するため、技術展示の機会を提供する。

638万円

 イ　県庁の率先実行

⑱　県有施設への太陽光発電等の導入
　　太陽光発電を設置可能な県有施設において、2030年度までに50％、2040年度までに100％
　の導入を図るため、事前調査や設計・工事を実施する。

10億円

○　その他　県有林造林事業費など37事業その他　再エネステーション運営費など２事業 838万円

31億9,046万円

30億2,545万円

62億1,591万円

　備考

 (1)の計10億7,863万円のうち、(2)⑬との重複（1億2,200万円）を除いた額は9億5,663万円

 (3)の計11億5,157万円のうち、(1)アその他との重複（1億5,157万円）を除いた額は10億円

     ※  協定に基づく予算を伴わない官民連携事業のため、｢ - 万円｣としている。

  注　脱炭素社会の実現に向けた全体の取組は全庁版記者発表資料（重点５　脱炭素社会の実現に
　  向けた取組）で掲載

区分

産 業 労 働 局 分

問合せ先

【⑭】　　　　　産業労働局産業部          　ベンチャー支援担当課長　脇坂　電話 045-285-0213  

【①】　　　　　産業労働局中小企業部中小企業支援課　　　　　　課長　和泉  電話 045-210-5550

産 業 労 働 局 以 外

脱 炭 素 関 係 総 合 計

【③～⑬、⑱】　産業労働局産業部エネルギー課　　　　　　　　　課長　渡邊　電話 045-210-4101
【②、⑮～⑰】　産業労働局産業部産業振興課　　　　　　　　　　課長　長沢　電話 045-210-5630  

新

新

新

新



 

 ＥＶ・ＦＣＶ等の導入促進 
 

１ 目 的 

  人流・物流のゼロカーボン化を促進するため、電気自動車（ＥＶ）・燃料電池自動車（Ｆ

ＣＶ）等の導入を促進する。 

 

２ 予算額  ５億９，１２５万円 

 

３ 事業内容 

  ＣＯ２削減量が大きい事業用ＥＶの導入に対して新たに補助するとともに、ＦＣＶの導入

に対する補助を拡充する。 

また、ＥＶの充電環境等を整備するため、急速充電設備、ＥＶと建物の間で充給電を行う

Ｖ２Ｈ充給電設備等や水素ステーションの整備に対する補助等を行う。 

 (1) 車両の導入に対する補助 

補助対象 補助率 補助上限額 

ＥＶ バス １／３ 1,500万円 

タクシー １／３  100万円 

トラック（バン含む。） １／４  500万円 

軽トラック（バン含む。） 定額   20万円 

ＦＣＶ １／３  100万円 

ＦＣＦＬ（燃料電池フォークリフト） １／２  500万円 

  ※ 国補助金との併用可 

 (2) 充電設備の整備等に対する補助 

補助対象 補助率 補助上限額 

急速充電設備 

（公共用、バス・タクシー事業者向け） 

１／３ 100万円 

Ｖ２Ｈ充給電設備 

（住宅、事業所向け） 

１／３ 25万円 

普通充電設備 

共同住宅、バス・タクシー・ 

レンタカー・トラック事業者向け 

定額 普通充電設備及び 

充電用コンセントスタンド：15万円 

充電用コンセント    ：10万円 

定置式水素ステーション ４／５  3,500万円又は4,200万円 

※ 国補助金との併用可 

※ 定置式水素ステーションが設置されていない市町村に新たに整備する場合又は大型事

業用車両が充填可能な場合は、4,200万円。 

 

 (3) 共同住宅向けＥＶ充電設備の普及啓発 

   共同住宅への充電設備の整備に関心がある管理組合、管理会社等を対象として、課題の

解決方法等を解説するセミナーを開催する。 

 

 

 

問合せ先 

産業労働局産業部エネルギー課 課長  渡邊  電話 045-210-4101 

一部 新 



 

 

 

 

 太陽光発電等の導入拡大に向けた支援 

（脱炭素社会の実現に向けた取組 ⑧～⑪等） 
 

１ 目 的 

脱炭素社会の実現に向けて、太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギー設備の導

入を促進する。 
 

２ 予算額  １０億４，９０６万円 
 

３ 事業内容 

事業所への自家消費型の再生可能エネルギー設備の導入に対する補助や、初期費用ゼ

ロで住宅に太陽光発電を導入する事業（住宅用０円ソーラー）に対する補助を拡充する。 

また、太陽光発電・蓄電池の共同購入事業について、住宅用に加えて、新たに事業所

用も対象として実施する。 
 

 (1) 自家消費型再生可能エネルギー導入費補助 

対象者 自家消費型の再生可能エネルギー設備を導入する法人・青色申告を行っ
ている個人事業者 

補助額 発電出力１kW当たり６万円を乗じた額 
※蓄電池を併せて導入する場合は、補助額を上乗せ（１台15万円） 

上限額 1,000万円（大企業のみ） 
 

 (2) 太陽光発電初期費用ゼロ促進事業費補助 

対象者 県内において住宅用０円ソーラーを実施している事業者 

補助額 発電出力１kW当たり５万円を乗じた額 
※蓄電池を併せて導入する場合は、補助額を上乗せ（１台12万円） 

 

 (3) 太陽光発電・蓄電池の共同購入事業 

 太陽光発電及び蓄電池の購入希望者を募り、一括して発注することで安く購入す
ることができる共同購入事業を実施する。 
※従来は住宅用のみだったが、令和５年度は新たに事業所用も実施 

  

(4)  共同住宅用自家消費型太陽光発電等導入費補助 

対象者 県内の分譲共同住宅の管理組合、県内の賃貸共同住宅の所有者 

補助額 発電出力１kW当たり５万円を乗じた額 
※蓄電池を併せて導入する場合は、補助額を上乗せ（１台12万円） 

 

(5)  太陽光発電等普及啓発事業費 

太陽光発電等の更なる導入拡大を図るため、新たに工業団地、大型商業施設及び

住宅団地でニーズ調査を行い、ニーズの高い地域でアドバイザー派遣や説明会等を
実施する。 

 問合せ先 

産業労働局産業部エネルギー課 課長  渡邊  電話 045-210-4101 

一部 新 



県有施設への太陽光発電等の導入 
 

１ 目 的 

脱炭素社会の実現に向けて、太陽光発電を設置可能な県有施設において、2030年度ま

でに50％、2040年度までに100％の導入を図るため、県有施設への太陽光発電・蓄電池

の導入を加速化させる。 

 

２ 予算額  １０億円 

 

３ 事業内容 

県有施設への太陽光発電・蓄電池の導入のための事前調査や設計・工事を実施する。 

【主な予定施設】 

・ 県央家畜保健衛生所 

・ 東部総合職業技術校 

・ 上溝高校 

・ 日吉東交番 

 

 ※  相原高校の太陽光発電（令和３年度導入） 

 
問合せ先 

産業労働局産業部エネルギー課 課長  渡邊  電話 045-210-4101 




